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Ⅰ 事業者・施設指定基準等について

平成 年７月 日付け官報掲載）１ 指定居宅支援事業者、指定施設基準の変更点について( 14 29

（誤） （正）

指定身体障害者更生施設等の設備及び運営に関する基準(平成14年6月13日厚生労働省令第79号)

第四十二条（略） 第四十二条（略）

２（略） ２（略）

３ 指定身体障害者療護施設は、できる限り居 ３ 指定身体障害者療護施設は、できる限り居

宅に近い環境の中で、地域や家庭との結びつ 宅に近い環境の中で、地域や家庭との結びつ

きを重視した運営を行い、市町村、身体障害 きを重視した運営を行い、市町村、身体障害

者居宅支援事業者、他の身体障害者更生援護 者居宅生活支援事業者、他の身体障害者更生

施設その他の保健医療サービス又は福祉サー 援護施設その他の保健医療サービス又は福祉

ビスを提供する者との密接な連携に努めなけ サービスを提供する者との密接な連携に努め

ればならない。 なければならない。

第四十六条（略） 第四十六条（略）

２ 指定身体障害者療護施設は、当該指定身体 ２ 指定身体障害者療護施設は、当該指定身体

障害者療護施設において感染症が発生し、又 障害者療護施設において感染症が発生し、又

はまん延しないように必要な措置を講じるよ はまん延しないように必要な措置を講じるよ

う努めること。 う努めなければならない。

第五十条 指定特定身体障害者通所授産施設に 第五十条 指定特定身体障害者通所授産施設に

置くべき従業者及びその員数は、次のとおり 置くべき従業者及びその員数は、次のとおり

とする。 とする。

一（略） 一（略）

二 職業指導員及び生活支援員 二 職業指導員及び生活支援員

イ 入所者の数が、二十の指定特定身体障 イ 入所者の数が、二十の指定特定身体障

害者通所授産施設にあっては、職業指導 害者通所授産施設にあっては、職業指導

員及び生活支援員の総数は、常勤換算方 員及び生活支援員の総数は、常勤換算方

法で、二以上 法で、三以上

ロ 入所者の数が、二十を超える指定特定 ロ 入所者の数が、二十を超える指定特定

身体障害者通所授産施設にあっては、職 身体障害者通所授産施設にあっては、職

業指導員及び生活支援員の総数は、常勤 業指導員及び生活支援員の総数は、常勤

換算方法で、二に、入所者の数が二十を 換算方法で、三に、入所者の数が二十を

超えて十又はその端数を増すごとに一を 超えて十又はその端数を増すごとに一を

加えて得た数以上 加えて得た数以上

知的障害者福祉法に基づく指定居宅支援事業者等の人員、設備及び運営に関する基準（平成14

年6月13日厚生労働省令第80号）

第五章 指定知的障害者地域生活援助 第五章 知的障害者地域生活援助
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第八十七条 指定地域生活援助事業者は、法定 第八十七条 指定地域生活援助事業者は、法定

代理受領サービスを行わない指定地域生活援 代理受領を行わない指定地域生活援助を提供

助を提供した際は、利用者から法第十五条の した際は、利用者から法第十五条の五第三項

五第三項に規定する額の支払いを受けるもの に規定する額の支払いを受けるものとする。

とする。

指定知的障害者更生施設等の設備及び運営に関する基準(平成14年6月13日厚生労働省令第81号)

第四十五条（略） 第四十五条（略）

２（略） ２（略）

３ 指定特定知的障害者入所授産施設の従業者 ３ 指定特定知的障害者入所授産施設の従業者

は、専ら当該指定知的障害者入所授産施設の は、専ら当該指定特定知的障害者入所授産施

職務に従事する者でなければならない。ただ 設の職務に従事する者でなければならない。

し、入所者の支援に支障がない場合はこの限 ただし、入所者の支援に支障がない場合はこ

りでない。 の限りでない。

児童福祉法に基づく指定居宅支援事業者等の人員、設備及び運営に関する基準(平成14年6月13

日厚生労働省令第82号)

第七十条（略） 第七十条（略）

２ 指定短期入所事業者は、法定代理受領を行 ２ 指定短期入所事業者は、法定代理受領を行

わない指定短期入所を提供した際は、前項に わない指定短期入所を提供した際は、前項に

掲げる居宅利用者負担額のほか、利用者から 掲げる居宅利用者負担額のほか、利用者から

法第二十一の十第二項に規定する額の支払を 法第二十一条の十第二項に規定する額の支払

受けるものとする。 を受けるものとする。




